


























































































































（科 学 技 術 関 連 行 政 シ ス テ ム の あ る べ き 姿 ）
政策形成と実行において、


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































集 ○戦略的科学技術政策の一元 ○明示的かつ公平な事前評価 ○研究機用の大括り化 （国研













分 ○各省による個別的行政ニー ○各省による個別的行政ニー ○研究機関の所有と運営の分














保 ○各省における所管行政ニー ○評価に係る公平性の確保 ○研究機関における人事、処
す ズに係る連携の確保 ○各省による科学技術活動の 過、予算執行等の独自性の




























集権的・包括的 ○評価の公平性の担保 ○評価の公平性の担保 ○評価の公平性の担保


















分権的・分散的 ○自由と責任の付与 ○自由と責任の付与 ○自由と責任の付与










































































































































事 業 所 管 官 庁
○ 所 掌 事 務 に関 す る政 策
の企 画 立 案






lヽノ　　　　　　　　　　　　 ー l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l　　　　　　　　　　　　　　　 Jノ




















































































































研究評価 ・研究機関評価 ・政策評価の担保 とフィー ドバックの受け入れ


















心　　　　　　　　 ．　　　　　　 ↓　　　　　　　　 ↓　　　　　　　 ↓　　　　　　　　 ↓







I　　　　　　l○エネルギー 研究センター 　　 i io 関連活動とのインダフェイス促進




































































科 学 技 禰 「 政 ∵ 策 会 議




科 学 技 術 所 管 官 庁




リ　 ソ ー ス 配 分 機 日 間


















戦略的科学 ○研究開発リソース配分 ○研究開発リソース配分 ○研究開発リソース配分
技術政策に バランスの妥当性 バランスの妥当性 バランスの妥当性
対するポイ ○抽象的 ・潜在的ニーズ ○具体的ニーズ選択の妥
ント 選択 （未来予測）の妥 当性（期待される効果）
当性 ○国が行う必要性
個別科学技 ○科学技術の負の要素 ○今後の発展の可能性 ○社会還元までを含めた
術政策に対 （倫理、安全性等）に ○政策手法の妥当性 達成目標の明確化
するボイン 対する配慮 ○科学技術の負の要素に ○政策手法の妥当性 （コス


















○独創性や創造性への期 ○長期的視点に立った目 ○目標設定の妥当性 （ニ
得度 標設定の妥当性 （波及 ーズ達成への寄与度）
○研究遂行能力 効果の期待度） ○社会還元までを念頭に


















状況 ○独創性等の発揮の状況 況 （ニーズに対する満
11 （学会等の評価や論文引 ○政策オプション形成へ 足度）


















閑の必要性 （教育所管官 閑の必要性 （政策的裏付 閑の必要性 （政策的裏付
庁との関係） け） け）
○機関の規模及び人的構成 ○機関の規模及び人的構成 ○機関の規模及び人的構成




















する必要性 （大学 ・民間 する必要性 （民間活用の
括 活用の可能性） 可能性）
り ○機関の規模及び存続期間 ○機関の規模及び存続期間
研 ○研究阻害要因の有無 ○抽象的 ・潜在的ニーズを ○目標達成メカニズム
究 ・事務管理手法 意識したシーズ探索メカ ○研究開発成果の社会還元
機 ・研究計画の動的対応 ニズム に向けたメカニズム

























（質 問 1 ） （質 問 2 ）
現在の国の科学技術活動 （大 学、国研、 ご指摘の問題を解 決す るた めに、国の科
特殊 法人、補助金、委託 費等 あ らゆ る活動） 学技術 活動や行政システム をどのよ うに改革
や科 学技術 に関す る行政 システム （組織 、体
制 、官位 ・職階 を含む 人事運用 制度等） につ
いて、 どのような 問題 を感 じてい ますか ？










（科 学技術政策論） （科学 技捕政策論）
・科 学 とは何 か とい う定義が不明確 のまま政 ・従来 の権威 と呼ばれ る人か ら相 手 にされな
策 が作 られ ているため、従来の延長 となっ か った分野 の人を科学技術会 議の メンバー
て しまっている。 に加 えるべ き。
○国 の役割 とそ の範 囲が明確でな いため、効 ○総合 調整機 能を有す るよ う科 学技術会議 を
栗 的な科 学技術 政策 が立案 され ていな い。 強化す べき。
◎科学 技術 の役割 （優 先順位）が曖 昧で、戦 ○総合 的計画的な科 学技 術会議の整備拡充等
略性 （ビジ ョンリーダー シップ） が欠如 し 新時代 の行 政機能の再定義 によ る行政機構
て いる。
◎科 学技術全体 につ いて、戦略 ・戦術 を一元
の再編 が必要。
○国民 のコ ンセ ンサ スを得 られ る科学技術 推
進 の理念、思想 （共存す る科学技術） を明
確 にすべ き。
○科学 技術の分かる人 （研究者） を養 成 し、
的 に計画する ところがな い。
・基 礎研究予算が拡充 され て も、ハー ド中心
で あ って研究活動 に支障 が生 じる。
・技術 を行政や企業経営 の中で どう育て 、ど
行政 府 に入れ る必要が ある。
・学 問的 に体系化 し、それ を教 育に活 か し、
う活 用するか につ いて体 系的 に取 り扱われ 効率 的 に技術 開発を進 めて い くことを担 う
て いな い。 行政 機構が必要。
・科 学志向で あ り、産業や社会 に直接影響す ・科学 振興 と技術振興 を分 けて立案 、実施す
る技術の特性 に応 じた政策 が弱 い。 べき。













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































省　 庁　 名 H9予算案 （億 円） 国研数 全定員 研究職 主な国立研究機関















農林水産省 1，009（3．4％）2 9 5，654 3，251農業試験所、森林総合研究所
農業生物資源研究所　　　 等
厚　 生　 省 915（3．1％） 1 1 1，273 1，033国立健康 ・栄養研究所
国立ガンセ ンター研究所　 等
郵　 政　 省 577（1．9％） 1 424 299 通信総合研究所
建　 設　 省 389（1．3％） 2 638 427土木研究所、建築研究所
そ　 の　 他 2，440（8．1％）2 1 2，583 上679環境研究所、気象研究所　 等
l














関　 係　 省　 庁 科　 学　 技　 術　 庁 大　 蔵　 省





































































































省 庁　 名 科 学技禰 庁 文　 部　 省 厚　 生　 省 農 林水産省 遼 商産業省 運　 輸　 省 粛　 故　 省
制 度 名 戦略的 基礎研 究 推進事 業 未来 開拓学 術研究 推進 事 保 健医療 分野 におけ る基 新技術 t 新分 野創 出のた 新 規産業 創造 型提案 公募 運輸 分野 にお ける基礎研 創造的 情報 通信技術 研究
業 礎研 究推 進事業 め の基 礎研究 推進事業 制 度 究 推進 制度 （仮称） 開発 推 進制度
実 施機 関 科 学技術 振興 事業 団 日本学 術 振興会 医薬品副 作用被 害救 済 ・ 生物 系特定産 業技術研 究 新 エネル ギー ・産業 技術 運 輸施 設整 備事 業団 （仮 通信 ・放送 機構
研究 振興調 査機 構 （医薬
品機 構）
推進機 構 （生研 機構） 総 合開発 機構 （N E D O ）称 ）
年 次計 画 平 成 7 年度～ 平 成 8 年度 ～ 平成 8 年度 ～ 平成 8 年度～ 平 成 8 年 度～ 平 成 9 年 度 ～ 平成 8 年 度 ～
制度 目的 新 技術 の創製 学 術研究 の振興 医薬 品 ・医療用 具等 技術
の 向上
生物系特 定産業技 術 の高
度化
産 業技術 の向上 運 輸技術 の新 規創 出 ・高
度化
通信 ・放 送技術 の向 上
制度内 容 科 学技 術振 事業団 が国研 日本学 術振興 会が 大学等 医薬 品機構 が国研 ・大学 生研機 構が国研 ・大学等 N E D O が 国研 、大学 、 運 輸基 盤総合 整備機 構が 通信 ・放 送機構 が国研 ・
・大学 等 と共 同研 究若 し に対す る委 託研究等 を実 等 と共同研 究若 しくは委 と共 同研 究若 し くは委託 民 間企等 と共 同研 究若 し 国研 ・大 学等 と共 同若 し 大学 等 と共 同研究 若 しく
くは委 託研究 を実 施。 テ 施 。 日本学術 振興 会 の事 託研 究 を実 施。 テーマ は 研究 を実 施。 テーマ は公 くは委託研 究 を実 施。 テ くは委託研 究 を実施 。テ は委 託研 究 を実 施。 テー
ー マ は公募 によ り決定 。 業委員 会が テーマ 選定 。 公募 によ り決定 。 寡 によ り決定 。 ー マは公募 に よ り決定 。 ー マ は公 募 によ り決 定。 マは公募 に よ り決定 。
資 金 は新技術 事業 団へ の 資 金 は 日本学 術振 興会へ 資金 は医薬 品機構へ の 出 資金 は生研 機構へ の 出資 資金 は N E D O へ の出資資金 は運 輸施 設整備 事業 資金 は通信 ・放送 機構 へ
出 資金 を活用 。 の出資金 を活 用。 資金 を活用 。 金 を活用 。 金 を活用。 団へ の 出資金 を活用 。 の出 資金 を活用 。
8 年 度
予算額 1 5 0 億 円 1 1 0 億円 1 0 億円 1 9 億 円 2 6 ． 5 億 円 4 ． 8 億 円
9 年度
政府原 案 2 4 0 億 円 2 0 6 億 円 2 9 億 円 3 6 ． 1 億円 4 7 億 円 3 億 円 8 億 円
備　　 考 これ らの制 度 の運用 につ いて は、科学 技術会 議政策 委員 会の下 に学識経 験者で 構成す る 「特殊法 人等 におけ る新 たな基 礎研究 推進 制度 に関す る懇談 会」 の はか省庁連 絡会 を開催 し、 各
省 庁が 連携 を図 りつつ 、制度 の運 用 に寄 与す る こと として いる。
国立：大字と二国研古こお古する人当研究費上ヒ華交
（単位：千円）





講 実　　 験 7 ，74 5 7 ，8 8 4 7，9 94 8 ，1 0 6
座 非　 実 験 1，9 7 9 2 ，0 1 5 2，04 3 2 ，0 7 2






実　　 験 2 ，0 1 1 2，0 4 7 2，0 7 62 ，10 5
非　 実　 験





















非　 実　 験 17 3 1 7 6 1 7 8 18 0
研
（教 授 ）











1 ，3 7 5
3 ，2 7 3
1，3 9 4














非　 実　 験 3 5 4 3 6 0 3 6 5 3 7 0
国
研
実 験 系 I （理 ・工 系 ）
実 験 系 Ⅲ （農 ・薬 系 ）
非 実 験 系
1，5 1 5
1 ，3 2 5
9 5 9
1，5 4 5
1、3 4 5
9 7 4
1，5 7 0
1，3 6 0
9 8 4
1，5 9 5
1，3 7 5
9 9 4
（注）それぞれの金額は、国立大学においては「教官当積算校費」、同所においては
「研究員当積算庁費」の単価である。
参－22
臣〕
